
国民健康保険制度改革について

平成２７年５月に「持続可能な医療保険制度を構築するための

国民健康保険法等の一部を改正する法律」が成立し、これに伴い

市町村国民健康保険（市町村国保）の制度が変わりました。

都道府県は、平成３０年４月から、市町村とともに国保運
営を行い、安定的な財政運営や効率的な事業の実施等につい
て、中心的な役割を担います。

市町村は引き続き、住民に身近な業務として、資格管理

(被保険者証の発行など)や保険税の賦課・徴収、保険給付、

保健事業などを行います。
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制度改革の背景、内容などについて、お知らせします。
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６ 国保財政や保険料(税)の仕組みはどうなったのか？



療養費や高額療養費等の給付サービスや、特定健診など
の保健事業については、これまでどおり、お住まいの市町
村が窓口です。

７ 市町村国保加入者の負担や手続きはどうなったのか？

加入者のみなさまに直接関係のある情報を提供します。

平成３０年度から、新たに都道府県が市町村ごとに納付
金の額を決定し、標準保険料率（県内統一の算定方法で計
算した保険料率）を示します。市町村は、この標準保険料
率をもとに保険料率（税率）を決定します。

（１）加入者
(被保険者)

（２）給付サービス、
保健事業

（３）保険税額(率)の
決定方法

（４）手続き
住所変更や加入脱退の手続きについては、これまでどお

り、お住まいの市町村が窓口です。
また、保険証（被保険者証）や納税通知書（納付書）な

ども、これまでどおり、お住まいの市町村から交付（又は
郵送）されます。

加入対象者はこれまでと変わりません。現在の加入者が
改めて加入の手続きを行う必要はありません。
なお、保険証（被保険者証）の様式や交付時期について、

県内で統一します。



８ 今回の制度改革にあたって

今回の制度改革にあたり、大分県ではこのような取組を

通じて、市町村国保制度の運営の安定化を図っていきます。

市町村国保が将来にわたって安定的に運営できるよう、

県民のみなさまの一人ひとりが健康づくりに積極的に取り

組んでいただくなど、ご理解とご協力をお願いします。

○ 同一疾病での医療機関への不必要な重複、
頻回受診に対する対策

○ 服薬の適正管理

○ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用
促進

など

医療費適正化の取組

○ 特定健診実施率の向上

○ 特定保健指導実施率の向上

○ 生活習慣病の発症、重症化予防の推進

など

健康保持・増進の取組
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（１）国保加入者数と高齢化率の推移
平成28年度の大分県の市町村国保加入者数は27.9万人、

加入割合は24.1％となっており、県民のおよそ４人に１人

が市町村国保に加入しています。

加入者の総数は年々減少していますが、前期高齢者(65～

74歳)数については、増加傾向にあります。

平成28年度の市町村国保加入者の高齢化率は44.8％と

なっており、加入者の高齢化が進んでいます。

（２）国保加入者１人当たり医療費の推移
加入者の高齢化などにより、市町村国保の１人当たり医

療費は全国的に上昇傾向にあります。

平成28年度の大分県の１人当たり医療費は、41.9万円と

全国平均を6.6万円上回っています。

本県の１人当たり医療費は、全国平均と比較して高い水

準で推移しており、平成23～27年度は全国で４番目、28年

度は全国で6番目に高い状況となっています。
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（３）全国状況との比較

項 目 大 分 県 全 国

年齢構成、医療費水準

65～74歳の割合 ４４．８％ ４０．２％

１人当たり医療費 ４１．9万円 ３５．３万円

所得水準

加入者１人当たり平均所得(a) ４３．９万円 ６８．３万円

無職世帯割合 ５０．８％ ４０．４％

保険料(税)水準 加入者１人当たり保険料(税)調定額(b) ８．０万円 ８．６万円

保険料(税)負担
加入者１人当たり保険料(税)調定額 (b)／

加入者１人当たり所得(a)
１８．２％ １２．６％

保険料(税)収納率 収納率 ９４．１８％ ９１．９２％

市町村間の格差

１人当たり医療費 １．２倍 最大： 2.8倍(長野県)
最小： 1.2倍(栃木県)

１人当たり所得 １．６倍 最大：16.9倍(北海道)
最小： 1.4倍(富山県)

１人当たり保険料(税)調定額 １．９倍
最大： 3.3倍(長野県)
最小： 1.2倍(山口県)

※東日本大震災による保険料(税)減免の

影響が大きい福島県を除く。

平成28年度国民健康保険事業年報、平成28年度国民健康保険実態調査報告から作成
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